
事業番号 471

官庁営繕費 担当部局庁 官庁営繕部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和２６年度 担当課室 計画課
計画課長
川元　茂

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
13　官庁施設の利便性、安全性等の向上
　44　環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備･保
　　　全を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国民の共有財産である国家機関の建築物（官庁施設）については、老朽化した施設が今後増大していく中、既存施設の有効利用を図りつ
つ、災害に対する安全・安心の確保等に的確に対応することが重要である。このため、官庁施設の地震・津波対策の推進により防災拠点と
なる官庁施設等の安全性を確保するとともに、既存施設の危険箇所及び老朽・狭隘等の解消により来訪者等の安全確保と行政サービスの
円滑な提供に最低限必要な水準を確保する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　地震発生時や津波襲来時における人命の安全確保と災害応急対策活動の拠点施設としての機能確保を図るとともに、危険箇所や老朽・
狭隘が生じている既存官庁施設について、来訪者等の安全確保と行政サービスの円滑な提供に最低限必要な水準の確保するため、改修
や建替えを実施している。
　事業の実施に当たっては、国は施設の企画や整備水準の設定、工事の発注・監督・検査等を行い、設計や工事の施工については民間事
業者が行っている。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

- 9,074

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 19,028 17,783 16,842 17,700 21,949

補正予算 -

繰越し等 2,520 5,962 △ 12,014 16,245

21,548 23,745 13,902 33,945 21,949

執行額 20,660 23,433 13,384

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

単位 22年度 23年度

％ 90 92

24年度

執行率（％） 95.9 98.7 96.3

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

箇所
14 24 54

96

―

(14) (20) (37) (20)

目標値
（27年度）

耐震対策

成果実績 耐震化率 81 83 86 90

達成度

成果指標

単位当たり
コスト

官庁施設の耐震化
　(a)/(b) 　１７７（百万円／箇所）

算出根拠
（ａ）平成24年度の官庁施設の耐震化に係る整備費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計： ９，５３２（百万円）
（b）（ａ）の実施箇所数： ５４箇所

官庁施設の耐震化

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

（項）官庁営繕費 17,700 21,949

62 89 「新しい日本のための優先課題推進枠」としての要望額４，７７９百万円による増

　（目）施設施工庁費 1,130 1,613

　（目）施設施工旅費

　（目）施設整備費 12,448 16,187

　（目）不動産購入費 4,060 4,060

17,700 21,949計

109 ―

(50) (73) (50) (42)

危険箇所等の解消
（外壁落下対策、漏水対策等）

活動実績

（当初見込
み）

箇所
59 88



○

○

評価に関する説明

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たっては、工法等の比較検討を行い、適
切な手段を選定している。
平成25年度予算においても予算の重点化を行い、見込
みに見合った活動実績となるよう努めている。
整備後は各府省庁において十分活用されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の

必
要
性

老朽化した施設が今後増大していく中、既存施設の有効
利用を図りつつ、災害に対する安全・安心の確保等の
ニーズに的確に対応するため、国の施設の耐震化や危
険箇所の解消を重点的に実施している。

他部局・他府省等とは「官公庁施設の建設等に関する法
律」に基づき、適切に役割分担を行っている。

所管府省・部局名

外部有識者の所見

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

多くの業者の入札参加が可能となるよう競争参加条件を
設定し、競争性を確保するとともに、適切な設計・積算を
実施している。選定に当たっては的確な技術提案を求め
る等により、必要な技術力を有する者を選定している。
資金は地方整備局等及び本省で支出されており、設計
及び工事発注の内容は、国の施設の整備に係るものに
限定している。

重
複
排
除

○

○

○

－

○

○

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業所管部局による点検

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

 21年11月の事業仕分けの評価結果、22年11月の行政刷新会議決定の指摘等に基づき、国民生活の安全・安心の確保などに重点化するとともに、既存
官庁施設の危険箇所及び老朽・狭隘の解消などを実施している。

評　価項　　目

点
検
結
果

24

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年平成23年18 19平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

関連する過去のレビューシートの事業番号

引き続き対象庁舎等の重点化を行い、必要最小限な事業に限定する。

平成２６年度要求に当たっては、国民の安全・安心の確保に資するため、官庁施設の地震・津波対策の推進による防災拠点となる官庁施設
の防災機能の強化等や官庁施設の長寿命化等に重点化を行い、必要最小限な事業に限定する。

執
行
等
改
善



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

工事事務費

３２８百万円

国土交通省

１３，３８４百万円

Ｂ．民間企業（２２４社）

８，７１６百万円

Ａ．地方整備局等（１０機関）

８，７７２百万円

Ｃ．一般財団法人等（８法人）

５６百万円

予算配分、事業採択、地方整

備局等への助言

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・設

計・監理・工事等を実施

工事・設計・監理、調査等

【一般競争入札等】

【一般競争入札等】

施設整備に必要な調査・検討等
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｅ．民間企業（１６社）

４，２４０百万円

Ｃ．一般財団法人等（８法人）

５６百万円

Ｄ．本省

４，２８４百万円

F.一般財団法人等（５法人）

４４百万円

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・設

計・監理・工事等を実施

工事・設計・監理、調査等

施設整備に必要な調査・検討等

【一般競争入札等】

【一般競争入札等】

施設整備に必要な調査・検討等



A.関東地方整備局 E.霞が関７号館PFI（株）

九段第３合同庁舎の建設工事費等（PFI
事業で施設完成済）

472

施設施工庁費 100

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

施設整備費 庁舎改修工事費等 1,353 不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工事費等
（PFI事業で施設完成済）

3,588

不動産購入費

庁舎改修工事に係る調査・設計・監理等

計 1,925 計 3,588

B.九段PFIサービス（株） F.（一社）公共建築協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

不動産購入費
九段第３合同庁舎の建設工事費等（PFI
事業で施設完成済）

472 施設施工庁費 施設整備に必要な調査・検討等 33

計 472 計 33

財 経済 査会C.（一財）経済調査会 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

施設施工庁費 施設整備に必要な調査・検討等 20

計 20 計 0

D.本省

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工事費等
（PFI事業で施設完成済）

3,588

施設整備費 庁舎改修工事費等 565

施設施工庁費 庁舎改修工事に係る調査・設計・監理等 131

計 4,284 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

333 8

370

3

92.12%

1 97.62%

－

3

344

－

236 － －

九段第３合同庁舎におけるＰＦＩ建設費の割賦払い分 472

（株）竹中工務店 国立京都国際会館会議場耐震改修工事

稚内地方合同庁舎改修建築その他工事

4 栗原工業（株） 大阪第３地方合同庁舎外１件受変電設備改修工事 356

5 前田建設工業（株）

3

1 九段PFIサービス（株）

2 日本オーチス・エレベータ（株） 九段第２合同庁舎エレベーター設備改修工事

6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 関東地方整備局 － 1,925 － －

2 近畿地方整備局 － 1,820 － －

3 九州地方整備局 － 1,107 － －

4 北海道開発局 － 900 － －

8 北陸地方整備局 － 353 －

7 中国地方整備局 － 675 － －

5 中部地方整備局 － 793 － －

6 東北地方整備局 － 713 －

73.35%

－

－－ 250 －

86.63%

91.02%

沖縄総合事務局

9 四国地方整備局

落札率

10

C.

12

8

257

151

148 （株）淺沼組 広島港湾合同耐震建築改修工事 236

9 戸田建設（株） 神戸第２地方合同庁舎耐震改修工事 186 12

10 （株）田中組 浦河税務署改修外建築その他工事等 183 8

7 （株）後藤組 米沢税務署庁舎増築その他建築工事

6 コーナン建設（株） 舞鶴港湾合同庁舎耐震改修工事

93.85%

91.16%

96.06%

94.84%

95.56%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （一財）経済調査会 設計材料の実勢価格調査業務 7 2 88.81%

2 （一財）建設物価調査会 設計材料の実勢価格調査業務 4 1 83.52%

3 （一社）公共建築協会
入札参加者より提出された技術資料の分析・整理等を行う技術審査支援業
務

7 1 96.35%

4
（一財）建築コスト管理システ
ム研究所

「営繕積算システムＲＩＢＣ」の賃貸借 3 随意契約 100.00%

5
（一財）日本建設情報総合セン
ター

電子入札システムの監視、保全、保守及び利用者の支援業務 3
随意契約

(企画競争)
99.93%

6 （社）北陸建設弘済会
入札参加者より提出された技術資料の分析・整理等を行う技術審査支援業
務

2 1 92.62%

7 （一財）建設業技術者センター 建設業者に関する財務・経営・技術者データ等の情報提供業務 0.04 随意契約 100.00%

8 （一財）建設行政情報センター オンラインによる建築確認申請書作成プログラムの使用料 0.003 随意契約 100.00%



D.

E.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本省 － 4,284 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 霞が関7号館PFI（株） 中央合同庁舎第７号館におけるＰＦＩ建設費の割賦払い分 3,588 3 77.61%

2 フジテック（株） 中央合同庁舎第５号館改修エレベーター設備工事 230 2 97.77%

3 日本コムシス（株） 中央合同庁舎第３号館外１件改修電気設備その他工事 211 2 98.11%

4 アイサワ工業（株） 中央合同庁舎第３号館外２件改修建築その他工事 92 9 94.87%

5 三建設備工業（株） 中央合同庁舎第１号館改修機械設備その他工事 32 1 99.47%

6 （株）久米設計
既存官庁施設の最新の地震想定を反映した時刻歴応答解析による耐震性
能の検討業務

23
随意契約

(企画競争)
99.75%

7

東日本大震災を踏まえた官庁
施設の機能確保に関する基準
検討・資料作成業務日建設計・
日建設計シビル設計共同体

東日本大震災を踏まえた官庁施設の機能確保に関する基準検討・資料作
成業務

18
随意契約

(企画競争)
97.66%

8 （株）梓設計 中央合同庁舎第４号館耐震改修設計等業務 18
随意契約

(企画競争)
99.81%

9

官庁営繕事業における建物情
報の入力条件等に関する調査
検討業務建築保全センター・

官庁営繕事業における建物情報の入力条件等に関する調査検討業務 7
随意契約

(企画競争)
97.64%

F.

検討業務建築保全センタ
IAI日本設計共同体

(企画競争)

10 日本環境技研（株） エネルギーの面的利用を考慮した官庁施設の整備方策に関する検討業務 7
随意契約

(企画競争)
98.55%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （一社）公共建築協会 公共建築工事標準仕様書等を改定するための基礎調査資料の作成業務 33 1 94.75%

2
（一財）建築コスト管理システ
ム研究所

新営予算単価を改定するための、基礎資料の作成業務 9 1 99.78%

3
（一財）日本建設情報総合セン
ター

電子入札システムのサブシステムの監視・保全・保守及び利用者の支援業
務

0.2 随意契約 99.75%

4 （一財）建設業技術者センター 発注者支援データベースシステム「JCIS」の提供 0.3 1 100.00%

5 （一財）建築保全センター 「保全業務支援システム」の運用業務 0.06 随意契約 98.09%


